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解　説

重要なご案内
◎�本項では、法令等を編集して収録している。従って、最終的
には法令等の原文を確認する必要がある。
◎�また、令和５年２月現在の法令や取扱い等についてまとめて
いる。従って、今後変更（改正）されることもある。
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１ 審査事務規程の改正概要１年分

…………………………………………………………………………………………………

1第43次改正／令和４年３月 29日施行

❶事故情報計測・記録装置装備義務化

１�．令和３年９月30日施行の保安基準改正により、事故情報計測・
記録装置、通称EDR（Event�Data�Recorder）の装備義務が規
定されたところである。審査事務規程においても保安基準に同
調する形で規定された。
▶EDRとは？
１�．EDRとは、自動車が衝突等による衝撃を受ける事故が発生
した場合において、当該自動車の瞬間速度その他の情報を計測
し、その結果を記録するものである
２�．アクセルやブレーキペダルの踏込の有無や衝突被害軽減ブ
レーキの作動状態等を記録する装置であり、事故における責任
の所在等の解析に期待されている。

 

 

 

道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令及び道路運送車両の 

保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示について 
 

１．改正の背景 

我が国は、自動車の安全基準等について国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確保するため、

国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及び部品に係る調和さ

れた技術上の国際連合の諸規則の採択並びにこれらの国際連合の諸規則に基づいて行われる認定の

相互承認のための条件に関する協定」に平成 10年に加入し、現在、当該協定に基づく規則（以下「協

定規則」という。）について段階的に採用を進めているところである。 

今般、国際連合欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 183 回会合において、

「事故情報計測・記録装置に係る協定規則（第 160 号）」が新たに採択された。また、「乗用車等の衝

突被害軽減ブレーキに係る協定規則（第 152 号）」、「タイヤ空気圧監視装置に係る協定規則（第 141

号）」等の改訂が採択された。 

これらを踏まえ、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）、道路運送車両法施行規

則（昭和 26 年運輸省令第 74 号）、装置型式指定規則（平成 10 年運輸省令第 66 号）、道路運送車両

法関係手数料規則（平成 28 年国土交通省令第 17 号）及び道路運送車両の保安基準の細目を定める

告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等について、所要の改正を行うこととする。 

 

２．改正の概要 

⑴ 道路運送車両の保安基準及び道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の一部改正 

道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号。以下「法」という。）第３章の規定に基づく保安基準

について、以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

①  乗車定員 10 人未満の乗用車及び車両総重量 3.5ｔ以下の貨物車には、事故時に車両に関す

る情報（車速、加速度、シートベルト着用有無等）を記録する事故情報計測・記録装置（ＥＤ

Ｒ: Event Data Recorder）を備えなければならないこととする。 

【ＥＤＲの設置個所と本体】        【ＥＤＲの作動イメージ】 

 

【記録内容】                【適用日】 

新型車※    ：令和 4年 7月 1日 

継続生産車  ：令和 8年 7月 1日 

※⑤については令和 6年７月１日 

（異なる国連規則発行日に併せ追って別途の告示

改正が必要） 

 

 

 

記録情報の内容
（一部抜粋）

記録時間〔秒〕
（事故発生時を0秒とする）

①速度変化量 0～0.25

②車両表示速度 －5.0～0

③アクセル・ブレーキペダル踏込有無 －5.0～0

④シートベルト着用有無 －1.0

⑤衝突被害軽減ブレーキの作動状態※ －5.0～0

【EDR の作動イメージ】
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■本書について

審査規程第48次改正（令和５年２月 16日）までを収録

本書は、自動車整備士の方を対象に、自動車の継続検査に必要

な道路運送車両の保安基準及び独立行政法人自動車技術総合機構
審査事務規程を中心にまとめた書籍です。

保安基準の条項に則した審査事務規程の要点をわかりやすく編

集しています。従って、原文及び詳細等については公論出版発行

の法令集「保安基準と審査事務規程〔原文〕」などで確認してく

ださい。

審査規程は、令和５年１月４日施行の第 48 次改正までを収録

しています。このため、審査規程第 49 次以降の改正が行われた

場合、その改正部分は本書の内容と適合しなくなります。この場

合は、弊社ホームページにおいて改正内容の概要を掲載していく

予定です。

本書の編集にあたり、台数が少ないなどの理由から、次の自動

車は対象から除外してあります。

〔除外自動車〕

◎ 小型二輪自動車及び軽二輪自動車

　※公論出版「二輪自動車検査ハンドブック」参照。

◎三輪自動車

◎カタピラ及びそりを有する軽自動車

◎最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車

◎最高速度 20km/h 未満の自動車

◎幅 0.8m 以下の自動車

また、製作時期については、おおむね平成元年以降の自動車を対

象としています。従って、製作年月日が古い自動車については、

ご注意ください。
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第18条の２ 巻込防止装置

△

審査規程８－36、細目告示第179条。

※「第18条 車枠及び車体」における「巻込防止装置の基準」も参照。

…………………………………………………………………………………………………

■性能に関する要件

◎ 普通貨物自動車及び車両総重量が８トン以上の普通自動車の両

側面には、次の基準に適合する巻込防止装置を備えなければな

らない。ただし、車両総重量が８トン以上の普通自動車のうち、

乗車定員11人以上の自動車及びその形状が乗車定員11人以上の

自動車の形状に類する自動車は、巻込防止装置を備えなければ

ならない自動車の対象から除くものとする。また、巻込防止装

置と同程度以上に歩行者、自転車の乗車人員等が当該自動車の

後車輪へ巻き込まれることを有効に防止することができる構造

の自動車にあっても、この対象から除くものとする。

　① 堅ろうであること。この場合において、腐食等により取付け

が確実でないものは、この基準に適合しないものとする。

　※ 改造等による変更のない使用過程車は、次に掲げる②～③の

基準は適用しない。

　② 板状、その他歩行者、自転車の乗車人員等が当該自動車の後

車輪へ巻き込まれることを有効に防止することができる形状

であること。この場合において、その平面部の形状が、一体

板物、すのこ状、網状、棒状（３本以上）またはこれに準ず

る形状を有する巻込防止装置は、この基準に適合するものと

する。

　③ 普通貨物自動車（車両総重量８トン以上または最大積載量５

トン以上のものを除く）にあっては、上記②の基準にかかわ

らず、当分の間、歩行者が当該自動車の後車輪に巻き込まれ

るおそれの少ない構造であればよい。この場合において、鋼

管１本等の形状を有する巻込防止装置は、この基準に適合す

るものとする。

［第18条 の２／８－36　巻込防止装置］
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…………………………………………………………………………………………………

■取付に関する要件

★�編注：改造等による変更のない使用過程車は、次に掲げる基準

のうち、次表に掲げる基準が適用されない。

除外箇所 除外基準

◇大型自動車に適用 ①中の「その下縁の高さが地上450mm

以下」及び②の基準

◇大型自動車以外に適用 全て

◇全車に適用 全て

◇大型自動車に適用

◎ 最大積載量５トン以上の普通貨物自動車及び車両総重量８トン

以上の普通自動車（大型自動車）に備える巻込防止装置は、次

に掲げる基準に適合しなければならない。

　［取付基準１：下縁 450mm 以下　上縁 650mm 以上］

　① 空車状態で、その下縁の高さが地上450mm以下、その上縁

の高さが地上650mm以上となるように取り付けられている

こと。

　[取付基準２：上縁間隔 550mm 以下 ]

　② 空車状態において、その上縁と荷台等との間隔が歩行者等が

当該自動車の後車輪へ巻き込まれることを防止することがで

きるものとなるように取り付けられていること。この場合に

おいて、巻込防止装置の平面部の上縁と荷台等との間隔が

550mm以下となるように取り付けられていること。

◇大型自動車以外に適用

[取付基準３：下縁 600mm 以下 ]

◎ 最大積載量５トン以上の普通貨物自動車及び車両総重量８トン

以上の普通自動車（大型自動車）以外の普通貨物自動車に備え

る巻込防止装置は、空車状態において、運転者席乗降口付近を

除き、その下縁の高さが地上600mm以下となるように取り付

［第18条の２／８－36　巻込防止装置］
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けられていなければならない。

◇全車に適用

◎ 普通貨物自動車及び車両総重量８トン以上の普通自動車に備え

る巻込防止装置は、次に掲げる基準に適合しなければならない。

　[取付基準４：タイヤ間隔 400mm 以下 ]

　① 平面部（湾曲部を除く）前端から前輪タイヤ最後部との距離、

及び平面部後端から後輪タイヤ最前部との距離が、車両中心

線方向に400mm以下となるように取り付けられていること。

ただし、セミトレーラに備える巻込防止装置にあっては、そ

の平面部の前端が補助脚より前方に取り付けられていること。

　[取付基準５：平面部と取付部の位置 150mm 以上 ]

　② 巻込防止装置は、その平面部が、最外側にある前車輪及び後

車輪の接地部の中心点を結ぶ直線より外側になり、かつ、そ

の取付部が平面部より150mm以上内側になるように取り付

けられていること。
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　[取付基準６：確実な取付 ]

　③ 巻込防止装置は、振動、衝撃等によりゆるみ等を生じないよ

うに確実に取り付けられていること。

◇自動車ごとの取り付け基準適用一覧

適用自動車 適用基準

大型自動車 [取付基準１：下縁450mm以下　上縁650mm以上]
[取付基準２：上縁間隔550mm以下]
[取付基準４：タイヤ間隔400mm以下]
[取付基準５：平面部と取付部の位置150mm以上]
[取付基準６：確実な取付]

大型自動車

を除く普通

貨物自動車

[取付基準３：下縁600mm以下]
[取付基準４：タイヤ間隔400mm以下]
[取付基準５：平面部と取付部の位置150mm以上]
[取付基準６：確実な取付]
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大型自動車の取付例
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